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はじめに
　本稿は，中国人技能実習生の東日本大震災の後の生活について，その概要を
まとめ，さらにそれに関連して増大しつつある東南アジア，特にインドネシア
の実習生について，その宗教的特性等をまとめ，今後の課題について検討した
ものである。
　まず始めに，中国人技能実習生の東日本大震災後の生活について，検討する。
　日本における中国人技能実習生については，日本全体の動向と比較しつつ，
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主に富山県でのその数の推移，そして中国人技能実習生の生活を見ていく。そ
してその後東日本大震災によって帰国した実習生のその後について簡単に素描
し，その中で今後の技能実習の制度のあり方をめぐっての課題を整理していく。
　終わりに日本の受け入れ機関について行ったアンケート調査，及び聞き取り
調査から，中国人技能実習生について，彼らがどのような将来像を描いている
のか，さらに増えつつある東南アジアの技能実習生について今後の課題をみて
いく。
　
１．日本と富山の技能実習生数の推移
（1）日本の技能実習生数の推移
　日本全体の技能実習生の数をみると，2003 年（旧法では研修・技能実習生）
のおよそ 9 万人から 2008 年の 19 万人までおよそ倍増している。2009 年には
いわゆるリーマンショックを要因とした経済不況により減少を経験している
が，それでも 2009 年では 20 万人前後となっている。この技能実習生は中国，
タイ，インドネシアなど多様な国籍から構成されているが，その 9 割はここ
でみていく中国人技能実習生である 1）。　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　ところでこの中国からの技能実習生と並んで多くを占めるのが，ブラジルか
らの日系外国人である。日系外国人は勿論ブラジル人に限らないが，日系外国
人の 9 割はこのブラジル人に占められている 2）。ブラジル人は 1991 年以降毎
年増大し，2000 年には 25 万 5 千人に達している。以降漸増傾向を示し，2007
年に 31 万 7 千人となり，ピークを形成したが，その後減少に転じ，2008 年 25
万 8 千人，2009 年 22 万人と大きく減少している 3）。これはいうまでもなく先
のリーマンショックの影響を受けたものであり，多くは派遣労働者だった彼ら
は，景気の後退に伴って企業を辞めざるを得なかったのであり，帰国の道を取っ
た者も多かった。
　他方中国人も 2000 年から 2008 年までは漸増傾向をつづけ，2000 年に 3 万
4 千人だったのが 2008 年には 15 万人に及んでいる。しかし中国も 1 年遅れて
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2009 年には 14 万人と 1 万人減少している。ただ先のブラジル人の動向と比べ
ると，その減り方は幾分少ない。
　　　　　　
（２）富山県の技能実習生数の推移
　次に富山県について見てみよう。まずブラジル人であるが，90 年代に急増
している。その後 2000 年代には漸増傾向を示しながら 2006 年には 4,663 人の
ピークを形成している。しかし 2007 年には早くも減少傾向を示し，2008 年に
はリーマンショックもあって 3,275 人，2009 年には 2,640 人と大きく減少して
いる。
　これに対し中国人は 2000 年代に毎年増大し，2008 年に至ってもさらに 3,776
人と増大を続け，初めてブラジル人を上回った。その後 2009 年には 3,189 人
とさすがに減少したが，一方ブラジル人はさらに減少したために，それと比べ
ると依然として上回ったままである。これには富山県の製造業が比較的規模が
小さく，中国人技能実習生の受け入れが進んでいたということ，さらに技能実
習生が契約上基本的に解雇することが難しいのに対して，ブラジル人，そして
日本人も派遣労働者である限り，数の調整は比較的簡単であるという事情にも
よる。これが数の上では今日ブラジル人を上回る実態にある所以である。
　このように数の上では既にブラジル人を上回っている富山県の中国人，とり
わけ中国からの技能実習生である。
　要するに日本全体を眺めてみた場合，農業や漁業のように中国やベトナムな
どの新興国やアメリカのような大規模化された農業との競争の中にあって，高
齢化が著しく，新規の就労者が見込めない中で高齢者の代替としての技能実習
生が活用されている訳である。これに対し富山県では依然として製造業が多い。
そしてその製造業が実習生数のマイナスの主因であることはいうまでもない。
だからこそ富山県の 2009 年度技能実習生数の前年度比は先の JITC  4）の資料
では 22.3％と大幅な減であった。
  では日本の企業が技能研修生を受け入れる積極的な理由は，何なのであろう
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か。この場合企業とは中小零細企業，とりわけ零細企業であることが前提であ
る。いくら日本が長期に亘る景気低迷にあるとはいえ，零細企業にはなかなか
日本人は就職しない，特に若い人はそうである。その点を前提に考える必要が
ある。まず第 1に日本人と比べれば，給料を上げろだとか，休日は必ず休みた
いなどとは言わないとういうことである（ただし中国人技能実習生は最近では
必ずしもそうとは言えない）。
　また同じ単純技能労働についているブラジル人を中心とした日系人と比べる
と，厳密な意味での比較は難しいものの，金額的な点でいえばそれほど大きな
違いはないか，あるいはあるにしても多くの差ではないと思われる。確かに給
与は技能実習生の方が安いが，往復の渡航費や宿舎代，そして受け入れ機関に
支払う金額（送り出し機関への支払いも含む）も加えるとその差はごく少ない
であろう。
　この様に企業が支払う金額は実は大差がないにも関わらず，受け入れる理由
の第 1 は，受け入れ機関による面倒見の良さであろう。本稿では T 協同組合
の事例で見ていくが，法律に定めされた２か月の研修期間中は言うまでもない
が，会員企業に移ってからも企業からの依頼によって，技能実習生が必要とす
る生活用品の購入，季節ごとの実習生を誘ってのイベント，そして 24H 体制
の相談に応ずる連絡網の整備など T 協同組合が請負っている。また例えば会
員企業が倒産の危機にあったような場合には，当該会員企業から他の会員企業
への実習生の紹介などもある。これらは実習生の面倒をみるという点において，
確かに手の掛ることである 5）。
　しかし見方を変えれば，実習生はたえず受け入れ機関，そして企業等の監督
下にあるとも言える。そしてそれゆえにこそしばしば問題となる違法行為も，
ここから発生する場合がある。勿論大半はそこまではいかないものの，その監
督下にあることのデメリットも少なくない。すなわち法的な面では，３年間は
契約があり，企業は原則的に解雇できない。従って企業の側からすれば機動的
な労働市場の運営ができない。また入国時に 1つの職種に限定され，それは出
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国時まで固定されるが，製造業において業務に多様性のある場合も，受け入れ
技能実習生にそれへの対応を求めるのは困難である 6）。これは日常の業務作業
を行う上で，確かに大きな障害になるであろう。
　また研修を受けているにも関わらず日本語能力には問題がある等もある。
２．技能実習生の日本での生活
　次に T 協同組合を通じて技能実習生となった人たちの日本での生活につい
て，本稿のテーマとの関わりの範囲で見ていく 7）。
（1）賃金について
　技能実習生の賃金は，税込で月 12 万円強である。これは時給に直せば，お
およそ地域最賃の額（富山で 712 円-2015 年）をすこし上回る額である。この
中から毎月の食事，冷暖房費，そして被服費，そして税・社会保険料（社会保
険料の内，厚生年金は帰国時に請求すれば，帰国時に返金される）が支払われ
るが，このうち被服等は基本的には中国から持ってきており，不足する分を買
うことになる。それらを含めて多くて月 3万円程度の支出である。
　一方中国での一般的な労働者の収入であるが，例えば中国国家統計局のデー
タでは，2012 年の月平均賃金が約 2500 元（約 42,500 円）である。それからす
ると日本での 1カ月の収入は，中国の 3-4 カ月の収入ということになる。
（2）在留期間について
　技能実習生は，3年の在留期間が認められている。だが多くの実習生は，もっ
と長く日本にいることを希望する。ただしこれは既婚者と独身者では異なるよう
である。独身者の場合は3年間ではなく，より長期，例えば5年間を希望する。
しかし既婚者の場合は微妙である。特に中国に子どもを残している場合は，3年
間が限度という印象を受ける。ただし子ども等家族とインターネットで日々やり
取りしている人もおり，その場合には必ずしも3年間には限らないようである。
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　いずれにせよ既婚者であれ，独身者であれ，同協同組合を通じて送り込まれ
る人で筆者の接する範囲でいえば，より長期を希望はしても，定住化を希望す
る人はほとんどいなかった。彼ら，彼女らは中国に家族を残してきているので
あり，その意味であくまでも出稼ぎ労働者である。
　ところで現状の法制度の下でも，その枠をこえてより長期の滞在を希望する
人はいる。彼ら，彼女らは出稼ぎ労働者ではあるが，しかし彼らのごく一部で
あれ，日本での在留期間のさらなる長期化を希望する人，また企業からもそれ
を望まれる人はいるのである。
　そこで実習生は一度帰国した後，技術者の条件を満たした者を実習生として
ではなく，技術者として就労ビザを取得して再度入国を果たすのである。これ
は T 協同組合の範囲でいえば，2 つの企業で見られた。両者とも仕事は本来の
職務に加えて，技能実習生の指導に当たっていた。中国語は勿論，日本語があ
る程度できる彼らは，中国人技能実習生の指導者としてピッタリなのである。
ただし彼らが，一律に定住化を望むかどうかは不明である。聞き取り調査の範
囲では，この内金属加工を営む工場ではこれまで 5名の就労ビザで働く人がい
たが，うち 4 人が帰国し，1 人は日本で転職していた。この人たちの勤続年数
をみると，5 年勤めた人が 2 人，3 年と 2 年が各 1 人，転職者はこの企業で 4
年勤めていた。また印刷工場で働く中国人は，今も日本で働いていた。この人
は日本人（女性）と結婚しており，定住化の意思は明瞭である。いずれにせよ
これらの工場は，技術的にはかなりの深さを持つ工場であり，それだからこそ
こうした技術者の存在が可能となる。しかしそれにしても定住化の意思は，そ
の条件に合う人であっても少数である。
　
（3）日本に来る目的
　以前は多くの人が，日本の技術を学びに来ることを理由の第一に挙げていた。
しかし今日においてそれは大きく後退している。この点も既婚者と独身者とで
は異なるが，既婚者，特に子どもがいる場合には子どもの教育費を挙げる人が
502
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多い。他方既婚者でも子どもがいない場合，そして独身者の場合，多様である。
特に多く聞かれたのは，お金をためて中国でレストランなどの事業を友人とで
行いたいということであった。
　勿論中国に帰って日本で学んだ知識を生かし，元いた会社に再び入るという
人，ないしは同じ業界にはいり，活躍したいという人もいたが，多くはなかっ
た。この点は TK 国際労務合作有限公司の総経理の話では，同公司の送り出し
た人の 6割は，帰国後の就職先を世話しているが，必ずしも前と同じ業界に戻
れる訳でもない，ということであった。
３．中国人技能実習生の滞在期間の希望
　T 協同組合を中心に，その業務と受け入れ企業，及び受け入れた技能実習生
の生活を見てきた。技能実習生は 3年間という法で認められた範囲の中で，そ
れに不満を持ちつつも，それに従って働いていた。そのもとで多くの中国人技
能実習生が希望し，また日本企業も望んでいる在留期間のさらなる延長につい
ては，一定の技術を持っていることを条件に５年にすることはありうるであろ
う 8）。ただしその場合でも 5 年が限度と思われる。なぜなら彼ら，彼女らはあ
くまでも出稼ぎ労働者であり，企業の側もそれを前提に雇いいれているからで
ある。彼ら彼女等が働く労働市場を維持・活性化させるためにも 5年が限度で
あろう。技能実習生は，あくまでもローテイションに従って働く労働者と見な
されており，近い将来 5年に変わっても，その点は同じである。
　このローテイション制度であるが，実態としては労働者の時間的（3 年間），
空間的（特定の企業）にその自由を奪うものであり，やはり好ましいものでは
ない。しかしいくつかの産業では，実態として技能実習生がその根幹部分を支
えており，その現状をどうすればよいかなど検討せねばならない課題も多い。
４．日本からの離脱
　ところで 3 年ほど前の 3 月 11 日，東日本大震災が起きた。技能実習生は，
503
－118 （     ）－
東北を中心に帰国する人が相次いだ。これは彼らを雇用している日本人が直接
被災したことによるものであり，当然のことであろう。富山県でも，技能実習
生の帰国の動きが見られた。ただしそれは受け入れ機関によって差異があり，
本稿の対象となった T 協同組合では，返った人は全く居なかった。これは同
協同組合専務理事の説得に応じたためである。専務理事の中国と日本のかけ橋
となる役割の大きさが感じられる。しかし富山県も含めて技能実習生が戻って
しまった製造業では，企業活動の再開は困難であった。東北地方では，製造業
だけでなく農業や漁業にも多くの実習生がおり，その対応に追われた。
　以下ではこの帰国した技能実習生をめぐるいくつかの状況について，筆者が
見聞した限りでの情報を提供することにする 9）。なおここでの帰国実習生への
ヒアリングはあくまでも限られた数（11 人）について行ったものであり，実
習生の全体の声ではない。
（1）基本項目
　①性別・業種では男子が 4人で，全員が農業である。女子は７人，うち農業
が 3 名，水産加工が 4 名である。②年齢は 20 代が 9 名，30 代が 2 名である。
③既未婚は既婚者で 7名，未婚者が 4名である。④現在の中国での仕事は，農
業の手伝いが 4人，工場勤務が 2人，水産加工が 4人である。全員がいわゆる
アルバイトである。⑤日本の勤務場所では，農業勤務者は 7 人全員が茨城県，
水産加工の 4人は宮城県であった。
（2）日本に来た目的及び技能実習制度について
①日本へ来た目的では，「家族や両親のために送金」が最も多く，次いで「子
どもの学費」である。
②技能実習制度について
　技能実習制度に関して，ここでは 3年間という期間の問題，そして勤務箇所
について聞いた。まず期間の問題では短いという意見が多く，「3 年では短い」
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という人が 5名，「期間は自由にすべき」という人が 2名いた。
　また勤務箇所では，「自分で選びたい」という人が 3名いた。それに対して「会
社も変わりたくない」と答えたのは農業の 1名であった。その他「今の仕事以
外にアルバイトをさせて欲しい」，「一時帰国の制度を作ってほしい」なども各
1名ずついた。
③今の気持ち
　「（帰ったことを）後悔している」と答えた人が 4人，他は「後悔していない」
としている。「後悔している」のうちの 1 人は「まだ十分お金が貯まっていな
いから」としていた。
④日本への再度の訪問について
　8 人は「もう一度行きたい」と答え，このうちの農業をしていた 4 人は具体
的に再入国のビザを申請していた。これは元の職場に戻る限り，再入国の際に
入国許可は必要がないという今回限りの特例を利用したもののように思われ
る。
⑤送り出し機関との関係について
　9名は「良好」と答えており，2名は「いいえ」と回答した。
　以上が 11 名に面接した内容である。面接では通訳を介しているが，それは
送り出し機関の人間であり，例えば④の送り出し機関との関係など，十分な聞
き取りは出来なかった。
　しかしながら彼らの多くは「再度日本に行きたい」と答え，具体的にその予
定であると回答したものは，希望者 8 名中，4 名いた。彼らは全員が茨城の農
業勤務者であり，既述のように農家は震災後もそのまま営業を続けていたと思
われる。その場合は元の農家に再就職が可能である。ただし問題はその場合の
日本への旅費がだれの負担であったか，という点である。その辺りの事情は残
念ながら不明である。法的には往復の旅費は日本の雇い主が負担することに
なっている。
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　それに対し水産加工についていた 4 名のうち，2 名が「再び日本に来たい」
としているが，他の人は「行きたくない」と答えている。この水産加工会社は
地震や津波で被災しており，働く場所はもとより，交通費を出すこともできな
かったと思われる。
　このように帰国した技能実習生はそれぞれ事情を抱えていた。次に筆者が面
接等で見聞した情報について示しておく。
  それは最近の面接における競争率が低下気味であることである。震災前は 4
～ 5倍の競争率であったが，震災後は 2～ 3倍程である。これには 2つの理由
が考えられる。1 つは最近の中国の人件費の高騰であり，2 つ目は震災による
影響である。
　第一の最近の人件費については，中国国内における人件費全般にいえるが，
とくに日本においても貴重な技能労働は中国国内においても人員が不足気味で
ある。その例としてここではミシン操作があげられる。日本では業務としてミ
シン操作は現在ではほとんど見られないが，唯一女性のブラジャー等の下着の
製作で使われている。このミシン操作が大連で月あたり 3000 ー 3200 元程度で
ある。一般的に中国での賃金が 2500 元（2012 年）であるから，かなり高めで
ある。この金額では中国の送り出し機関に相応の保証金 10）を支払ってまで日
本へ渡航するのはやめ，中国の企業に勤めるという選択肢もありうる。ゆえに
業種によってはほとんど人を集められないということも生じている。
　第二の震災の影響であるが，3 月 11 日の地震発生直後，中国では面接での
競争率は一時的に相当程度低下した。その後少しずつ戻っているが，それに先
の人件費の高騰もあって，現在でも２～３倍程度である。
５．アンケート調査の結果から
　次に 2012 年に実施したアンケート調査の結果について簡単に見てみよう。
この調査は東日本大震災の影響との関連で，東北を中心とした送り出し機関に
技能実習制度の在り方などを問うたものである。
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　回収状況であるが，総配布枚数は 257 枚，うち有効に回収されたのは 117 枚，
有効回収率は 45.5% であった。
（1）受け入れ機関の職種別・企業規模別構成
　始めに受け入れ団体（企業）の職種別構成等から始めよう。まず業種であるが，
総計で最も多いのが「農業」（３割），次いで「食料品製造」，「繊維・金属」，「機
械・金属」がそれぞれ 1.5 割である。また正規従業員では「２～３人」が 3 割
強で最も多く，これに「4 ～ 6 人」をたすと過半数をこえる。つまり技能実習
生の受け入れ先企業は，いわゆる小規模・零細企業が中心であることがわかる。
これは受け入れ先として農家が多かった事も影響していよう。
　さらに受け入れ国では中国が 9割で圧倒的に多く，次いでフィリッピンであ
る。以上が受け入れ企業の概要である。
　次いでこれらの企業において東日本大震災の影響をどの程度うけたのか，み
てみよう。受け入れ機関の回答であるので間接的ではあるが，「間接的に被害
を受けた」が４割弱で最も多く，次いで「直接的被害を受けた」が上がってお
り，直接，間接に被害を受けた企業が 6割以上に及ぶ。その為に中国人技能実
習生の多くが一時的にせよ，帰ってしまった訳であるが，それに対する受け入
れ機関の対応としては，「他国から実習生を呼ぶ」が８割に達し，多くの受け
入れ機関が中国以外から実習生を呼ぼうとしている。
     
　調査ではさらにいろいろ聞いているが，ここでは結局どのような制度として
技能実習制度の将来を考えているのか，見ておこう。①「有効期限を５年とし，
５年を希望する人には３年後に試験を課し，合格した人に認める」が約４割，
②「それに加え，５年後にさらに試験を課し，合格者には在留資格の変更を認
める」が 3.5 割である。このように在留期間の延長を求める声は大きいが，さ
らに②のように実習制度からの離脱を求める声も大きい。
　そして今回の調査である。調査は当初中国の国家機関を通じて送り出し機関
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にアンケート調査を行う予定であった。ところが現地に行って見ると，調査は
出来ないとの事であった。そこで急遽送り出し機関４つに対するヒアリング調
査に切り替えた。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
６．中国での調査から
　第 1に彼ら彼女らの存在は東日本大震災にあった地域であっても一部の業種
ではあれ，不可欠のものであった。この点を無視して将来の展望を語る事は出
来ない。しかしその時に取られる選択はもはや中国一辺倒とは限らないであろ
う。また中国でも，これを機会にこうした画一的な制度のあり方が問われてく
るかも知れない。
　同じことは人件費の高騰，そしてＴ協同組合の話では，それ以外に円安傾向
が続くなか，これがもう少し落ち着いてから行っても遅くはない，という考え
方もあるということであった。いずれにせよそれは急激に影響を与えるという
ことはないであろうが，じわじわと影響を及ぼしてくることは間違いない。
　今般中国で調査した結果によれば，中国では送り出し機関で 2つに意見が分
かれていた。送り出し機関の職員層の意見では，中国ではこれからの技能実習
制度については悲観的であり，5 ～ 10 年の間に他の業務に転換していくであ
ろうということであった。転換する業種としては，現在も営業を続けている派
遣業が多かった。これに対し依然として数は減らないし，まだまだこのまま継
続するという意見も経営者層を中心に見られた。それらの送り出し機関は，数
が少なくなってきている技能実習生候補を中卒と専門学校卒に絞り，また募集
する地域も農村地域に狙いを定めている。これらの送り出し機関は規模も大き
く，一般に教育機関は幾つかの送り出し機関が集まって持っている事が多いが，
これらの送り出し機関は教育機関も自前で持っている。しかしこうした送り出
し機関は恐らくは少数であろうとの事であった。
　こうして見てくると，中国での技能実習制度は確かに曲がり角にある（日本
の弁護士連合会は制度の廃止論と主張している）。
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　いずれにせよ中国一辺倒でないとするなら，それは中国以外の国々にまで広
がらざるを得ない。あるいはまた中国人技能実習生が指摘していた 3年間の期
間の問題，特定の勤務箇所といった法律の持つ拘束性も再検討の余地がありう
る。アンケート結果によれば，3 年の期間をさらに伸ばしてもよいと考えてい
るだけでなく，在留資格も 5年で変更し，技能実習生の枠からの離脱さえも有
りうるという回答結果であった 11）。こうしていずれにせよ中国人を中心とし
た技能研修制度は再検討せざるを得ないであろう。
７．インドネシア人技能実習生調査から
　ところで T 協同組合の場合でみるなら，インドネシア人技能実習生を採用
し始めていた。その理由としては，人件費がまだまだ安い。また中国人技能実
習生は，権利を強く出張するが，東南アジアの技能実習生は「性格が穏やか」で，
「権利意識が弱い」ということであった。しかしそうであれば（T 協同組合が
起こすとは思われないが）再び人権問題に巻き込まれる可能性がある。またイ
ンドネシア人の例で言えば宗教的問題もある。すなわち彼ら，彼女の多くがイ
スラム教信者であり，祈りの時間が欠かせず，1日に 5回 , 午前 3時から始める。
1 回が 10~15 分程度である。また豚肉は食べない。例えば豚肉を含む調味料な
どもダメである。今のところこの宗教的問題は，当人の努力と日本人の配慮で
大した問題にはなってはいないようである。しかし多くのインドネシア人技能
実習生が日本に来た時，問題になる可能性はある。その時日本の零細企業の経
営者，そして送り出し機関はどうするのであろうか。
　その点で日本に来ているインドネシア人に質問する機会を得た（2013 年 8
月）。数はわずか２名で，また彼らは日本に来てひと月しか経ってない実習生
であり，まだ働いていなかった。従って必ずしも日本の企業の実態をあまりよ
く知らないようであった。その点に留意して欲しいが，彼らは楽観的であった。
日本に来たのは技術を覚えたいからであり，日本語もよく出来ないので早く，
習いたい。パソコンはなるべく早く買いたい，そして情報交換したい。在留期
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間は 3 年でよく，3 年たったら帰国して，インドネシアで働きたいということ
であった。これは中国人技能実習生とはかなり異なっているというのが私の印
象である。宗教的には 2人はともにイスラム教であったが，これについても祈
りの回数が 5回から 4回ないしは 3回に減っても特に問題はない，という回答
であった。豚肉を食べないという点についても，彼らは自炊であり，問題ない
という回答であった。さらにラマダン（断食）の習慣を彼らは持っているが，
これについても特に問題ないということであった。
　なお研修所の講師（中国人）の話では，インドネシア人は体力的に中国人と
比べ劣る。従って建設業（富山では建設業が多い）でもトビ職などには向かず，
タイル貼りや塗装が向いている，ということであり，それもあって企業もイン
ドネシア人にはあまり興味を持たないということであった。
　その後，2013 年 10 月に現に働いているインドネシア人に面接する機会を得
た。面接対象は会社（正規従業員数 21 名，建設業）の社長とその従業員 2名（他
にインドネシア人は 2名）であった。従業員の性別は両者とも男性，年齢はと
もに 21 歳，高卒であった。日本に来て 1 年，仕事は鉄線の組み立て，収入は
月 13 ～ 14 万程度（残業代込み）で，最低賃金が上がるごとに，その上がる額
が上がるということだった。
　まず社長に質問した。インドネシア人の評価では，総じて良かった。まず彼
らは素直であり，従順であるということであった。仕事上の手直し，やり直し
に対して，緻密で正確にやる。またインドネシア人は多くがイスラム教である
が，それに対して特に対応はしていないということであった。お祈りに関して
は，最初特別にお祈り部屋を用意しようと考えたが，特に必要ないのでやめた
ということであった。またムスダン（断食）については，彼らは特にしないの
で，これも特別配慮はしない，ということであった。さらに彼らは豚肉を食べ
ないが，それに対して飲食は彼らに任せてあり，これも特に配慮はしていない，
ということであった。
　次いでインドネシア人本人への面接であるが，彼らの宗教的特質である，お
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祈りについては，本来は 1日 5回であるが，今は 1日 2回，午前 5時と寝る前
の午後 9時だけであり，それで問題ないということであった。またムスダンは
やらないということであった。これはインドネシアの送り出し機関で，そのよ
うに教えられたということであり，勿論インドネシアではやるということで
あった。また豚肉を食べないということについては，2 人とも決して食べない
ということであった。ただ彼らがいうには，友人の中にはよく食べるものもい
る，ということであった。
　また仕事については，最近大分なれて面白くなったということであった。彼
らはインドネシアへ帰ったら，トラック会社を作りたいという意向を持ってい
た。
　面接の概要は以上のようであったが，私の印象は，インドネシア人は従順で
あり，宗教的にはかなり柔軟であるということであった。
　なおそれに関連して，インドネシア人を紹介してくれたＲ氏の話では，現在
富山では，外国人実習生をめぐって失踪者が相次いでおり，その中心は中国人
であるが，インドネシア人など東南アジアの人々も含まれる。行き先は東京が
多いということであった。また大連では，人件費の高騰が激しく，その周辺で
はもはや実習生をさがすことはできないということであった。
むすび
　以上中国人とインドネシア人の実習生について，みてきた。なぜ中国人とイ
ンドネシア人の間にこのような違いが生じるのであろうか。1 つには中国とイ
ンドネシアの国情の違いがあると思われる。中国は現在，物価も上昇し，人件
費も毎年上がっている。これに対しインドネシアも物価や人件費が上昇してい
るが，中国ほどではないし，物価水準は依然として低い。その中でインドネシ
ア技能実習生は，どちらかといえば下層に属する。中国人技能実習生も下層に
属するが，人件費の高騰は彼らにも影響を与え，技能実習生として日本に来る
人は減りつつある。インドネシア人の技能実習生は賃金の高い日本に来たがる
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が，３年をこえて長く日本にいたいとは思わない。なぜなら日本で覚えた技術
はインドネシアに帰って生かせるからである。そこで日本の受け入れ機関は，
インドネシアを始め，東南アジア諸国に大きく目を向け始めている。未だ東南
アジア諸国の技能研修生は中国人と比べると，まだまだ少ないが，特にインド
ネシア人技能実習生はその従順さから増えるであろう。その中で再び人権的問
題に巻き込まれる危険性は少なくない。現に失踪問題も生じており，今後問題
化する可能性は高い。
　未だ日本では中国人が多いが，これからは東南アジアの人々が多くなる。東
南アジア諸国は，今後ますます発展していく。そしてインドネシアで言えば，
人口２億３千万人の中で彼らは未だわずかであるが，数は少しずつ確実に増え
ていく。
　いうまでもなくインドネシアはアセアンの盟主である。日本と中国は現在関
係が悪いが，農業国であるインドネシアとは良い。インドネシアを含めた東南
アジアと日本の関係が様々な形でさらに良好になれば，インドネシア人も，そ
して東南アジアの技能実習生は日本にますます来やすくなるであろう。しかし
その中にあって中々に難しい面もある。小は日本での実習生失踪事件が最近頻
発しており，それはインドネシア人も巻き込まれている。大は政治的に中国と
東南アジア諸国，とくにフィリッピンやベトナムとは現在，南沙諸島をめぐっ
て争っており，日本は中国や韓国との間で，やはり領土問題で争っているから
である。さらに視点を広げれば，米国を中心に現在ＴＰＰ交渉の最中でもある。
その行方は未だ判然としないが，その下にあってインドネシア人技能実習生の
多くは農業から工業へ，移行しようとしている。彼らを取り巻く環境は大きく
変わろうとしている。
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注
1）実習制度の見直しに係る法務省の改正・制度等」の参考資料より2008年まで引用。2009年
度は法務省『平成22年度在留管理統計』による。ただし技能実習生数は在留資格「特定活動」
の「その他」に含まれるため，正確な数値ではない。　　　　　　　　　　　　　　　
2）国はリーマン・ショック後に帰国支援事業を実施した。これは母国に帰国した者は，身分
を理由とする在留資格に基づく在宅許可の再入国を行わないとする条件がついていた。
3）富山県労働局『主要な国別，在留資格別・業種及び職種別・外国人労働者数』より。
4）Japan International Training Cooporation Organization（国際研修協力機構）の略。
5）T協同組合専務理事R氏の話。
6）国際研修協力機構編（2010）『2010年度版外国人研修・技能実習事業実施状況報告－
JITCO白書－』，133頁。
7）（1）（2）は同協同組合専務理事Ｒ氏の話。
8）元国会議員の長瀬氏は，この問題で部会の委員長をしていたが，氏は，その案において，
３年から５年の延長を主張していた。
9）（1）～（2）の項目は主に面接調査結果による。
10）面接は2011年7月5~7日の2日間で行った。保証金については国際研修協力機構編（2012）
『2008年度に帰国した技能実習生フォローアップ調査報告書』による。
11）この点に関しては，2012年8月1日付け朝日新聞朝刊で「彼らの話を聞いていると3年の
実習期間が短いようで『（技能実習での）再入国を認めて」「高度な技術を身につけるために
5年間は必要」との声が強い。すでに50万人を超し，帰国した若者に「知日」「親日」の輪
も広がりも大きなものがある。・・・・・縛りは少し緩めた方がよい」としている。このよ
うな動きをみると5年の期間延長はかなり現実的な考えである。
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